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(57)【要約】
【課題】硫化水素ガスの排気の安全性を維持しつつ、コ
ストを削減する。
【解決手段】硫化水素ガス製造プラントの排気設備にお
いて、反応設備、冷却設備及び硫黄除去設備の少なくと
もいずれかは建屋により囲まれており、反応設備、冷却
設備及び硫
黄除去設備から漏洩した硫化水素ガスの濃度を測定器で
測定し、検出した濃度が所定の濃
度未満の場合にはバルブを制御して第１の排気管から硫
化水素ガスを大気中に排気し、所
定の濃度以上の場合にはバルブを制御して第２の排気管
から硫化水素ガスをガス処理設備
に排気する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、硫黄と水素ガスとにより硫化水素ガスを発生させる反応設備と、発生した
硫化水素ガスを冷却する冷却設備と、該硫化水素ガス中に含まれる硫黄を除去する硫黄除
去設備と、上記硫化水素ガスを無害化するガス処理設備とを備える硫化水素ガス製造プラ
ントであって、
　上記反応設備、上記冷却設備及び上記硫黄除去設備の少なくともいずれかは建屋により
囲まれており、
　上記反応設備、上記冷却設備及び上記硫黄除去設備に設けられ、それらの設備から漏洩
した硫化水素ガスを排気する排気設備を有し、
　上記排気設備は、
　漏洩した硫化水素ガスを大気に排気する第１の排気管と上記ガス処理設備に排気する第
２の排気管とに一端が分岐した排気管と、
　上記設備と上記排気管における分岐点との間に設けられ、上記硫化水素ガスの濃度を測
定する濃度測定器と、
　上記濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には上記第１の排気管から上記
硫化水素ガスを大気中へ排気し、所定の濃度以上の濃度を検出した場合には上記第２の排
気管から上記硫化水素ガスを上記ガス処理設備へ排気するように制御するバルブ機構と
　を有することを特徴とする硫化水素ガス製造プラント。
【請求項２】
　上記バルブ機構は、上記分岐点に設けられ、上記第１の排気管及び上記第２の排気管の
うち一方を開放し、他方を閉鎖するバルブからなることを特徴とする請求項１記載の硫化
水素ガス製造プラント。
【請求項３】
　上記排気管には、上記濃度測定器と上記分岐点との間にファンが設けられていることを
特徴とする請求項１又は請求項２記載の硫化水素ガス製造プラント。
【請求項４】
　更に、少なくとも上記反応設備に窒素ガスを供給し、漏洩した硫化水素ガスを該反応設
備から除去する窒素ガス供給設備を有し、
　上記窒素ガス供給設備は、
　上記窒素ガスと共に上記漏洩した硫化水素ガスを上記大気に排気する第１の混合ガス排
気管と上記ガス処理設備に排気する第２の混合ガス排気管とに一端が分岐している混合ガ
ス排気管と、
　上記反応設備と上記混合ガス排気管における分岐点との間に設けられ、上記硫化水素ガ
スの濃度を測定する濃度測定器と、
　上記濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には上記第１の混合ガス排気管
から上記窒素ガスと上記硫化水素ガスを大気中へ排気し、所定の濃度以上の濃度を検出し
た場合には上記第２の混合ガス排気管から上記窒素ガスと上記硫化水素ガスを上記ガス処
理設備に排気するように制御するバルブ機構と
　を有することを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか１項記載の硫化水素ガス製
造プラント。
【請求項５】
　上記窒素ガス供給設備のバルブ機構は、上記第１の混合ガス排気管と上記第２の混合ガ
ス排気管との分岐点に設けられ、上記第１の混合ガス排気管及び上記第２の混合ガス排気
管のうち一方を開放し、他方を閉鎖するバルブからなることを特徴とする請求項４記載の
硫化水素ガス製造プラント。
【請求項６】
　上記混合ガス排気管には、上記濃度測定器と上記分岐点との間にファンが設けられてい
ることを特徴とする請求項４又は請求項５記載の硫化水素ガス製造プラント。
【請求項７】
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　上記硫化水素ガスの上記所定の濃度とは、５ｐｐｍであることを特徴とする請求項１乃
至請求項６のいずれか１項記載の硫化水素ガス製造プラント。
【請求項８】
　上記濃度測定器には警報器が設けられ、該警報器は上記硫化水素ガスの濃度が１ｐｐｍ
以上に達したときに警報が鳴ることを特徴とする請求項１乃至請求項７のいずれかに記載
の硫化水素ガス製造プラント。
【請求項９】
　上記ガス処理設備は、上記硫化水素ガスを中和剤により中和することで無害化する除害
設備又は、上記硫化水素ガスを燃焼させることで無害化するフレアー設備であることを特
徴とする請求項１乃至請求項８のいずれかに記載の硫化水素ガス製造プラント。
【請求項１０】
　少なくとも、硫黄と水素ガスとにより硫化水素ガスを発生させる反応設備と、発生した
硫化水素ガスを冷却する冷却設備と、該硫化水素ガス中に含まれる硫黄を除去する硫黄除
去設備と、上記硫化水素ガスを無害化するガス処理設備とを備える硫化水素ガス製造プラ
ントにおける硫化水素ガスの排気方法であって、
　上記反応設備、上記冷却設備及び上記硫黄除去設備の少なくともいずれかは建屋により
囲まれており、
　上記硫化水素ガス製造プラントは、上記反応設備、上記冷却設備及び上記硫黄除去設備
に設けられ、それらの設備から漏洩した硫化水素ガスを排気する排気設備を有し、
　上記排気設備は、漏洩した上記硫化水素ガスを大気に排気する第１の排気管と上記ガス
処理設備に排気する第２の排気管とに一端が分岐した排気管と、上記設備と上記排気管に
おける上記分岐点との間に設けられ、該硫化水素ガスの濃度を測定する濃度測定器と、該
濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には上記第１の排気管から上記硫化水
素ガスを大気中へ排気し、所定の濃度以上の濃度を検出した場合には上記第２の排気管か
ら上記硫化水素ガスを上記ガス処理設備へ排気するように制御するバルブ機構とを有し、
　上記濃度測定器が検出した濃度に基づいて上記バルブ機構を制御して上記第１の排気管
から上記硫化水素ガスを大気中に排気するか、または上記第２の排気管から上記硫化水素
ガスをガス処理設備に排気することを特徴とする硫化水素ガスの排気方法。
【請求項１１】
　上記バルブ機構が、上記分岐点に設けられ、上記第１の排気管及び上記第２の排気管の
うち一方を開放し、他方を閉鎖するバルブからなり、
　上記濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には、上記バルブにより上記第
１の排気管を開放して上記硫化水素ガスを大気中に排気し、
　上記濃度測定器が所定の濃度以上の濃度を検出した場合には、上記バルブにより上記第
２の排気管を開放して上記硫化水素ガスをガス処理設備に排気することを特徴とする請求
項１０記載の硫化水素ガスの排気方法。
【請求項１２】
　上記硫化水素ガス製造プラントは、更に、少なくとも上記反応設備に窒素ガスを供給し
、漏洩した硫化水素ガスを該反応設備から除去する窒素ガス供給設備を有し、
　上記窒素ガス供給設備は、上記窒素ガスと共に上記漏洩した硫化水素ガスを上記大気に
排気する第１の混合ガス排気管と上記ガス処理設備に排気する第２の混合ガス排気管とに
一端が分岐している混合ガス排気管と、上記反応設備と該混合ガス排気管における分岐点
との間に設けられ、上記硫化水素ガスの濃度を測定する濃度測定器と、上記濃度測定器が
所定の濃度未満の濃度を検出した場合には上記第１の混合ガス排気管から上記窒素ガスと
上記硫化水素ガスを大気中へ排気させ、所定の濃度以上の濃度を検出した場合には上記第
２の混合ガス排気管から上記窒素ガスと上記硫化水素ガスを上記ガス処理設備に排気する
ように制御するバルブ機構とを有し、
　上記濃度測定器が検出した濃度に基づいて上記バルブ機構を制御して上記窒素ガス及び
上記硫化水素ガスを大気中に排気するか、または上記ガス処理設備に排気することを特徴
とする請求項１０又は請求項１１記載の硫化水素ガスの排気方法。
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【請求項１３】
　上記窒素ガス供給設備のバルブ機構は、上記第１の混合ガス排気管と上記第２の混合ガ
ス排気管との分岐点に設けられ、上記第１の混合ガス排気管及び上記第２の混合ガス排気
管のうち一方を開放し、他方を閉鎖するバルブからなり、
　上記濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には、上記バルブにより上記第
１の混合ガス排気管を開放して上記窒素ガスと上記硫化水素ガスを大気中に排気し、
　上記濃度測定器が所定の濃度以上の濃度を検出した場合には、上記バルブにより上記第
２の混合ガス排気管を開放して上記窒素ガスと上記硫化水素ガスをガス処理設備に排気す
ることを特徴とする請求項１２記載の硫化水素ガスの排気方法。
【請求項１４】
　上記硫化水素ガスの上記所定の濃度とは、５ｐｐｍであることを特徴とする請求項１０
乃至請求項１３のいずれか１項記載の硫化水素ガスの排気方法。
【請求項１５】
　上記濃度測定器には警報器が設けられ、該警報器は上記硫化水素ガスの濃度が１ｐｐｍ
以上に達したときに警報を鳴らすことを特徴とする請求項１０乃至請求項１４のいずれか
に記載の硫化水素ガスの排気方法。
【請求項１６】
　上記ガス処理設備における処理は、上記硫化水素ガスを中和剤により中和することで無
害化するか又は、上記硫化水素ガスを燃焼させることで無害化することを特徴とする請求
項１０乃至請求項１５のいずれかに記載の硫化水素ガスの排気方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、硫化水素ガス製造プラント及び硫化水素ガスの排気方法に関し、さらに詳し
くは、漏洩した硫化水素ガスを大気又はガス処理設備に排気する排気設備を備えた硫化水
素ガス製造プラント及びその硫化水素ガス製造プラントによる硫化水素ガスの排気方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、ニッケル酸化鉱石の湿式製錬方法においては、ニッケル酸化鉱石の浸出液を中
和して得られた溶液や不純物を除去したニッケル回収用溶液に対して、硫化水素ガスを吹
き込んで金属硫化物を形成する硫化処理が行われる。
【０００３】
　このときに使用される硫化水素ガスは、例えば、硫化水素を製造する硫化水素ガス製造
プラントにより製造される。硫化水素ガス製造プラントは、硫化水素ガスを製造するため
の設備と、発生した硫化水素ガスを冷却する設備と、硫化水素ガス中の硫黄を回収する設
備等を備える。このような硫化水素製造プラントには、図３に示すように触媒を使用する
ものと、図４に示すように触媒を使用しないものとの２つに大きく分けられる。
【０００４】
　具体的に、図３に示す硫化水素ガス製造プラント５０は、供給された硫黄と水素ガスと
により硫化水素ガスを発生させる反応設備５１と、硫化水素ガスを冷却する冷却設備５２
と、硫化水素ガス中に含まれる硫黄を洗浄する洗浄設備５３と、洗浄後の硫化水素ガスを
乾燥し水分を除去する乾燥設備５４とで構成されている。また、硫化水素ガス製造プラン
ト５０は、付帯設備として、生成した硫化水素ガスを貯留する貯留設備５５と、硫化水素
ガスを供給する供給設備５６とを備えてなる。
【０００５】
　硫化水素ガス製造プラント５０では、活性化エネルギーを低減することを目的として反
応設備５１のリアクター内に触媒を使用している。また、硫化水素ガス製造プラント５０
では、製造した硫化水素ガスに含まれる硫黄を洗浄設備５３で除去した後、乾燥設備５４
で水分を除去することによって水分による設備の腐食を防止している。
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【０００６】
　また、硫化水素ガス製造プラント５０では、製造した硫化水素ガスをコンプレッサー等
の供給設備５６を使用して必要な圧力まで昇圧し、昇圧させた硫化水素ガスを、例えば上
述したニッケル酸化鉱石の湿式製錬方法の脱亜鉛工程や硫化工程等における硫化水素ガス
を使用するプラントに供給する。
【０００７】
　硫化水素ガス製造プラント５０においては、硫化水素ガスを製造する条件として、例え
ば、圧力が約５ｋＰａＧ、温度が約３８０℃で運転される。この硫化水素ガス製造プラン
ト５０では、反応設備５１に触媒を使用しているため、圧力、温度ともに低い条件での運
転が可能となり、その点が操業上の利点となっている。
【０００８】
　しかしながら、硫化水素ガス製造プラント５０においては、反応設備５１内の触媒を定
期的に交換する必要があることの他に、触媒の寿命の観点から硫化水素ガスの原料である
硫黄の品質を厳しく管理する必要がある。
【０００９】
　一方で、図４に示す硫化水素ガス製造プラント６０は、リアクターに触媒を使用しない
プラントである。硫化水素ガス製造プラント６０は、図４に示すように、硫黄と水素ガス
とにより硫化水素ガスを発生させる反応設備（リアクター６６、クエンチタワー６７、ヒ
ーター６８）６１と、硫化水素ガスを冷却する冷却設備６２（６２Ａ，６２Ｂ）と、硫化
水素ガス中の硫黄を除去し硫化水素ガスを供給するノックアウト設備６３と、硫化水素ガ
スから除去した硫黄を回収し硫黄処理プラント等に供給するブローダウン設備６４とで構
成されている。また、硫化水素ガス製造プラント６０は、付帯設備として、熱バランスを
調整するために硫黄の温度を冷却する設備６５を備える。
【００１０】
　硫化水素ガス製造プラント６０では、反応設備６１のリアクター６６内に熔融硫黄が貯
留され、下部から水素ガスを供給することにより、水素ガスが熔融硫黄を通過する間に硫
化水素ガスの生成反応が進行する。なお、反応によって減少する硫黄は反応設備６１上部
から供給される。反応設備６１にて生成した硫化水素ガスは、大部分が硫化水素であるも
のの、水素ガスがリアクター内を通過する際に巻き込んだ硫黄蒸気が含まれている。
【００１１】
　また、硫化水素ガス製造プラント６０では、硫化水素ガスを製造する条件として、例え
ば、圧力が約８００ｋＰａＧ、温度が約４７０℃という高温・高圧条件で運転されている
。生成した硫化水素ガスは、反応設備６１を構成するクエンチタワー６７を出る際に約１
５０℃程度の温度まで下がっているが、さらに冷却設備６２にて約５０℃程度（供給先の
設備で使用する温度）にまで冷却され、ノックアウト設備６３に移送される。
【００１２】
　また、反応設備６１にて発生した硫化水素ガスに含まれる硫黄の大部分は、供給先とな
る硫化水素ガスを使用するプラント等のコントロール弁やマニュアルバルブ等のバルブ類
や、温度計や圧力計等の計器類に付着すると操業上大きな支障をきたす。そのため、ノッ
クアウト設備６３にて一度固化し、その底部に堆積した硫黄をノックアウト設備６３の下
部外周囲に設置されたジャケットを介してスチームで加熱することにより熔融して回収す
る。回収した硫黄は、ブローダウン設備６４にて貯留した後に供給ポンプ６９を用いて硫
黄処理プラントに供給されて処理され、又は繰り返して使用される。
【００１３】
　このようにして、硫化水素ガス製造プラント６０にて生成した硫化水素ガスに含まれて
いた硫黄がノックアウトドラムで分離された後、その硫化水素ガスが、例えば上述したニ
ッケル酸化鉱石の湿式製錬方法の脱亜鉛工程や硫化工程等における硫化水素ガスを使用す
るプラントに供給される。
【００１４】
　硫化水素ガス製造プラント６０においては、系内の圧力を高い状態にして運転管理され
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ることから、コンプレッサーやチラー設備等の設備が不要となり、初期の投資を抑えるこ
とができる。さらに、上述した硫化水素ガス製造プラント５０のような触媒の定期交換や
そのための交換費用、硫黄の品質管理を含めたメンテナンスコストが不要となり、操業コ
ストを低減できるという利点がある。
【００１５】
　しかしながら、硫化水素ガス製造プラント６０では、高圧、高温の条件で運転されるた
め、ガス漏洩による危険性が高くなる。
【００１６】
　硫化水素ガスは、非常に危険な物質であるため、ガス漏洩対策を講じる必要があり、例
えば建屋やシェルター等で硫化水素ガス製造設備を囲んだり、風向き等を考慮することが
必要である。
【００１７】
　硫化水素ガスは、通常、除害塔やスクラバー、フレアー設備で処理される。フレアー設
備で処理する場合には、硫化水素ガスを燃焼することによってＳＯｘが発生するため環境
的な問題が生じる。一方、除害設備やスクラバーで処理する場合には、環境的な問題は生
じないものの、硫化水素ガスを中和するため、苛性ソーダ等の中和剤が必要となり、中和
剤コストが必要となる。除害設備やスクラバー、フレアー設備は、硫化水素ガスが漏洩し
ていないときにも運転されている。このため、除害設備やスクラバーの場合には、その分
の中和剤が必要となりコストが高くなってしまう。
【００１８】
　硫化水素ガス製造プラント６０では、硫化水素ガスの排気の安全性を維持しつつも、中
和剤の使用を少なくしてコストを削減することが求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１９】
【特許文献１】特開２０１０－１２６７７８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　そこで、本発明は、このような問題に鑑みて、硫化水素ガス製造プラントにおいて、硫
化水素ガスの排気の安全性を維持しつつ、コスト削減、例えば硫化水素ガスの無害化に必
要な中和剤の量を少なくしてコストを削減することが可能な硫化水素ガス製造プラント及
びその硫化水素ガス製造プラントによる硫化水素ガスの排気方法を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明者らは、上記目的を達成するため、鋭意検討を重ねた結果、本発明に係る硫化水
素ガス製造プラントは、少なくとも、硫黄と水素ガスとにより硫化水素ガスを発生させる
反応設備と、発生した硫化水素ガスを冷却する冷却設備と、該硫化水素ガス中に含まれる
硫黄を除去する硫黄除去設備と、上記硫化水素ガスを無害化するガス処理設備とを備え、
反応設備、冷却設備及び硫黄除去設備の少なくともいずれかは建屋により囲まれており、
反応設備、冷却設備及び硫黄除去設備に設けられ、それらの設備から漏洩した硫化水素ガ
スを排気する排気設備を有する。排気設備は、漏洩した硫化水素ガスを大気に排気する第
１の排気管とガス処理設備に排気する第２の排気管とに一端が分岐した排気管と、設備と
排気管における分岐点との間に設けられ、硫化水素ガスの濃度を測定する濃度測定器と、
濃度測定器が所定の濃度未満の濃度を検出した場合には第１の排気管から硫化水素ガスを
大気中へ排気し、所定の濃度以上の濃度を検出した場合には第２の排気管から硫化水素ガ
スをガス処理設備へ排気するように制御するバルブ機構とを有することを特徴とする。
【００２２】
　また、本発明に係る硫化水素ガス製造プラントの排気方法は、上記硫化水素ガス製造プ
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ラントにおいて、濃度測定器が検出した濃度に基づいてバルブ機構を制御して第１の排気
管から硫化水素ガスを大気中に排気するか、または第２の排気管から上記硫化水素ガスを
ガス処理設備に排気することを特徴とする。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明では、硫化水素ガス製造プラントにおいて各設備から漏洩した硫化水素ガスをガ
ス処理設備で処理する必要があるかどうかを漏洩した硫化水素ガスの濃度で判断し、処理
が必要ない場合には大気中に排気することでガス処理設備の稼働を減らすことができる。
これにより、本発明では、常にガス処理設備を稼働させる必要がないため、硫化水素ガス
の排気の安全性を維持しつつ、例えばガス処理設備における中和剤の使用を少なくするこ
とができるため、コストを削減することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明を適用した硫化水素ガス製造プラントの構成の一例を示す概略構成図であ
る。
【図２】同プラントにおける排気方法のフローチャートである。
【図３】従来の硫化水素ガス製造プラントの構成を示す概略構成図である。
【図４】従来の硫化水素ガス製造プラントの構成を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明に係る硫化水素ガス製造プラント及び硫化水素ガスの排気方法について、
以下の順序で詳細に説明する。なお、本発明は、以下の実施の形態に限定されるものでは
なく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の変更が可能である。
　１．本発明の概要
　２．硫化水素ガス製造プラント
　３．硫化水素ガスの排気方法
【００２６】
　［１．本発明の概要］
　本発明に係る硫化水素ガス製造プラントは、少なくとも、硫黄と水素ガスとにより硫化
水素ガスを発生させる反応設備と、発生した硫化水素ガスを冷却する複数の冷却設備と、
硫化水素ガス中に含まれる硫黄を除去する硫黄除去設備と、硫化水素ガスを無害化するガ
ス処理設備と、ガス処理設備以外の設備から漏洩した硫化水素ガスを大気又はガス処理設
備に排気する排気設備とを備える。
【００２７】
　この硫化水素ガス製造プラントでは、高温高圧条件で運転をしているため、硫化水素ガ
スが漏洩する場合がある。この硫化水素ガス製造プラントでは、漏洩した場合であっても
、漏洩した硫化水素ガスを無害化する必要があるか否かを判断し、必要がある場合のみガ
ス処理設備で硫化水素ガスを処理し、処理が必要ない場合、即ち大気中に排気しても環境
や人体に影響がない場合には大気中に排気することで、ガス処理設備の稼働を減らすこと
ができる。
【００２８】
　また、硫化水素ガス製造プラントでは、反応設備等の運転条件が厳しい設備において硫
化水素ガスによる爆発限界を避けるため、フランジ部等の硫化水素ガスが漏洩しやすい部
分に窒素ガスを流入し、漏洩した硫化水素ガスを除去する場合がある。また、所定の定期
点検時、突発のトラブル発生時、プラント立ち上げに際してプラント内に残留する硫化水
素ガスを窒素ガスに置換する処理を行う場合がある。
【００２９】
　このため、硫化水素ガス製造プラントには、更に、反応設備等に窒素ガスを供給する窒
素ガス供給設備を設ける場合がある。硫化水素ガス製造プラントでは、設備内を通風させ
た窒素ガスによって硫化水素ガスが反応設備等から窒素ガスと共に除去される。窒素ガス
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供給設備においても、排気設備と同様に除去した硫化水素ガスを無害化する必要があるか
否かを判断し、必要がある場合のみガス処理設備で硫化水素ガスを処理し、処理が必要な
い場合、即ち大気中に排気しても環境や人体に影響がない場合には大気中に排気すること
で、ガス処理設備の稼働を少なくすることができる。
【００３０】
　［２．硫化水素ガス製造プラント］
　図１は、硫化水素ガス製造プラント１０の構成の一例を示す概略図である。この図１に
示される硫化水素ガス製造プラント１０は、硫化水素ガスを発生させる反応設備１１と、
発生した硫化水素ガスを冷却する複数の冷却設備１２と、硫化水素ガス中の硫黄を除去し
硫黄が除去された硫化水素ガスを供給する硫黄除去設備１３とを備える。また、硫化水素
ガス製造プラント１０は、硫黄除去設備１３において硫黄が除去された硫化水素ガスを硫
化処理プラントに供給する供給管１４を備えている。
【００３１】
　また、硫化水素ガス製造プラント１０は、硫黄除去設備１３にて除去された硫黄を回収
して貯留し、硫黄を処理する設備に供給するブローダウン設備１５と、反応設備１１にお
ける熱バランスを調整するために硫黄を冷却する硫黄冷却設備１６とを備える。
【００３２】
　更に、硫化水素ガス製造プラント１０には、例えば反応設備１１、冷却設備１２、硫黄
除去設備１３から漏洩した硫化水素ガスを無害化するガス処理設備１７と、反応設備１１
、冷却設備１２、硫黄除去設備１３から漏洩した硫化水素ガスを大気又はガス処理設備１
７に排気する排気設備１８とを備える。
【００３３】
　更にまた、硫化水素ガス製造プラント１０には、反応設備１１等に窒素ガスを供給する
窒素ガス供給設備１９を備えるようにしてもよい。
【００３４】
　まず、各設備について説明する。
　（反応設備）
　反応設備１１は、例えば、リアクター２０と、クエンチタワー２１と、ヒーター２２と
、建屋２３とから構成されている。反応設備１１は、供給された硫黄と水素ガスとにより
硫化水素ガス生成反応を生じさせ、硫化水素ガスを発生させる。より具体的には、リアク
ター２０内に熔融硫黄が貯留され、その下部から水素ガスが供給されることによって、水
素ガスの上昇流が熔融硫黄を通過する間に反応が進行して硫化水素ガスが発生する。ここ
で発生した硫化水素ガスは、その大部分が硫化水素であるが、一部に水素ガスがリアクタ
ー２０を通過する際に巻き込んだ硫黄蒸気が含まれている。
【００３５】
　また、反応設備１１においては、温度が約４７０℃、圧力が約８００ｋＰａＧという比
較的に高温かつ高圧の条件下で運転されており、発生した硫化水素ガスも高温かつ高圧に
なっている。なお、反応設備１１において発生した硫化水素ガスは、供給される硫黄と熱
交換が行われる結果、クエンチタワー２１を通過した際には１５０℃程度となっている。
【００３６】
　反応設備１１では、高温かつ高圧の条件下で運転しているため、発生した硫化水素ガス
の一部がリアクター２０やクエンチタアー２１から漏洩する場合がある。反応設備１１で
は、リアクター２０やクエンチタワー２０等を建屋２３で囲むことで、硫化水素ガスの一
部が漏洩しても直接大気中に排気されることはなく、建屋２３内に留まっている。この建
屋２３内に溜まった硫化水素ガスは、後述する排気設備１８により排気される。
【００３７】
　（冷却設備）
　冷却設備１２は、反応設備１１にて発生した硫化水素ガスを回収する。冷却設備１２に
おける硫化水素ガスの冷却温度としては、特に限定されず、硫化水素ガス中の硫黄分を低
減する上では低い方が好ましい。具体的には、通常（冷却）水を使用していることから、
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約５０℃程度にまで冷却される。
【００３８】
　また、硫化水素ガス製造プラント１０においては、冷却設備１２が複数備えられている
。冷却設備１２においては、回収した硫化水素ガス中に含まれる硫黄の一部が、設備内部
（伝熱面）で固化して固着してしまう。そのため、冷却設備１２を複数備えるようにする
ことによって、それらを交互に切り替えて使用することを可能にし、冷却能力の低下に伴
う操業効率の低下を防止している。なお、図１に示す硫化水素ガス製造プラント１０は、
冷却設備１２Ａ，１２Ｂの２系統を有する例である。
【００３９】
　また、冷却設備１２Ａ，１２Ｂにおいては、例えばその下部周囲にジャケットが設けら
れており、スチームで加熱することによって固着した硫黄を熔融することが可能となって
いる。冷却設備１２Ａ，１２Ｂにおいては、例えば冷却設備１２Ａの内部に硫黄が固着し
た場合、冷却設備１２Ａの使用を停止して冷却設備１２Ｂに切り替える。使用を停止させ
た冷却設備１２Ａでは、スチームにより固着した硫黄が熔融され回収される。
【００４０】
　ここで、冷却設備１２Ａ，１２Ｂは、使用を一時停止した設備においても直前まで硫化
水素ガスを冷却していたものであるため、その内部に高圧かつ高濃度の硫化水素ガスを保
持している。そのため、内部に固着した硫黄の熔融回収処理にあたっては、その硫黄を熔
融回収する冷却設備１２Ａ，１２Ｂ内の硫化水素ガスを排出し、内部圧力を低下させた状
態で行う必要がある。硫化水素ガス製造プラント１０では、このとき排出される硫化水素
ガスが、いわゆる廃硫化水素ガスとなり、当該冷却設備１２Ａ，１２Ｂにて発生する。
【００４１】
　硫化水素ガス製造プラント１０からの廃硫化水素ガスの排出態様としては、例えば、冷
却設備１２Ａ，１２Ｂにて熔融回収された硫黄と共に、後述するブローダウン設備１５に
廃硫化水素ガスを放出させて圧力を開放し、そのブローダウン設備１５に設けられた排出
口２４から排出する。または、冷却設備１２Ａ，１２Ｂにて発生した廃硫化水素ガスを、
冷却設備１２Ａ，１２Ｂに設けられた排出口から直接排出してもよい。
【００４２】
　なお、ブローダウン設備１５に設けられた排出口２４から廃硫化水素ガスを排出する場
合、図１に示すように、ブローダウン設備１５の排出口２４と硫化水素ガスを使用する処
理プラントＡとを接続させるように後述する配管３１を設けるようにする。また、冷却設
備１２Ａ，１２Ｂに設けられた排出口から直接廃硫化水素ガスを排出する場合には、その
冷却設備１２Ａ，１２Ｂの排出口と硫化水素ガスを使用する処理プラントＡとを接続させ
るように後述する配管３１を設けるようにしてもよい。
【００４３】
　また、冷却設備１２Ａ，１２Ｂは、建屋２５内に設けられている。冷却設備１２Ａ，１
２Ｂでは、高圧かつ高濃度の硫化水素ガスを保持しているため、硫化水素ガスが漏洩する
場合がある。冷却設備１２Ａ，１２Ｂを建屋２５で囲むことによって、硫化水素ガスの一
部が漏洩しても直接大気中に排気されることはなく、建屋２５内に留まっている。また、
排出口から直接廃硫化水素ガスを排出する場合には、廃硫化水素ガスが建屋２５内に排出
するようにしてもよい。この建屋２５内に溜まった硫化水素ガスや廃硫化水素ガスは、後
述する排気設備１８により建屋２５から排気される。
【００４４】
　（硫黄除去設備）
　硫黄除去設備（ノックアウト設備）１３は、冷却設備１２Ａ，１２Ｂにて冷却された硫
化水素ガス中に混入した硫黄を除去する。そして、硫黄除去設備１３は、硫黄が除去され
た硫化水素ガスを、硫化水素ガスを使用する硫化処理プラント等に供給する。
【００４５】
　反応設備１１内で発生した硫化水素ガスには、一部硫黄蒸気が含まれている。硫黄除去
設備１３では、その硫黄蒸気を固化して底部に堆積させ、例えばその下部の外周囲に設置
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されたジャケットを介してスチームで加熱することによって熔融し回収する。回収した硫
黄は、後述するブローダウン設備１５に移送する。
【００４６】
　なお、硫黄除去設備１３が硫化水素ガスを供給する硫化処理プラントとしては、後述す
る配管３１を介して廃硫化水素ガスを供給する処理プラントＡと同一であっても異なって
もよい。例えば、硫化処理プラントとしては、ニッケル酸化鉱石の湿式製錬方法にて用い
られる硫化工程プラントや脱亜鉛工程プラント等が挙げられる。
【００４７】
　硫黄除去設備１３は、硫化水素ガスの漏洩に備えて建屋２６内に設けられている。硫黄
除去設備１３を建屋２６で囲むことによって、硫化水素ガスの一部が漏洩しても直接大気
中に排気されることはなく、建屋２６内に留まっている。この建屋２６内に溜まった硫化
水素ガスは、後述する排気設備１８により建屋２６から排気される。
【００４８】
　（配管）
　硫黄除去設備１３から導出した供給管１４は、硫化処理プラントに接続されており、硫
黄を除去した硫化水素ガスを硫化処理プラントに供給する。供給管１４には、硫化処理プ
ラントに硫化水素ガスの供給を制御するＯＮ／ＯＦＦバルブ２７が設けられている。また
、供給管１４には、硫化処理プラントへ供給される硫化水素ガスの圧力を測定する圧力計
２８と、硫化水素ガスの流量を測定する流量計２９と、硫化水素ガスの供給を制御するコ
ントロールバルブ３０とが設けられている。
【００４９】
　（ブローダウン設備）
　ブローダウン設備１５は、硫黄除去設備１３にて硫化水素ガスから除去された硫黄を回
収する。また、ブローダウン設備１５は、冷却設備１２Ａ，１２Ｂ内に固着していた硫黄
を回収する。そして、ブローダウン設備１５は、それら回収した硫黄を供給ポンプ３０を
用いて例えば硫黄処理プラント等に供給する。または、回収した硫黄を、再び反応設備１
１に対して供給する硫黄源として循環利用させてもよい。
【００５０】
　また、ブローダウン設備１５には、冷却設備１２Ａ，１２Ｂにて発生し当該ブローダウ
ン設備１５に放出されてきた廃硫化水素ガスを系外に排出するための排出口２４が設けら
れている。ブローダウン設備１５は、図１に示すように、その排出口２４に配管３１が結
合され、配管３１によって硫化水素ガスを使用する処理プラントＡと接続されており、排
出口２４から排出される廃硫化水素ガスが配管３１を介して処理プラントＡに供給される
ようになっている。
【００５１】
　なお、廃硫化水素ガスを供給する処理プラントＡとしては、特に限定されるものではな
く、硫化水素ガスを使用する処理プラントであればよい。例えば、上述したニッケル酸化
鉱石の湿式製錬方法に用いられる硫化工程プラントや脱亜鉛工程プラント等が挙げられる
。処理プラントＡは、その硫化水素ガスの使用圧力が当該プラント１０の反応設備１１に
おける運転圧力条件（７８０～８００ｋＰａＧ）よりも低いものであることが、移送ポン
プ等を設けなくても圧力差によりスムーズに廃硫化水素ガスを供給できるという点で好ま
しい。
【００５２】
　（硫黄冷却設備）
　硫黄冷却設備１６は、反応設備１１における熱バランスを調整するために硫黄を約４７
０℃から約１５０℃まで冷却する。また、硫黄冷却設備１６は、冷却した硫黄を例えばブ
ローダウン設備１５に供給し、冷却設備１２Ａ，１２Ｂや硫黄除去設備１３から回収した
硫黄と共に硫黄処理プラント等に供給する。また、硫黄冷却設備１６は、冷却した硫黄を
循環ポンプ３２を用いて再び反応設備１１に供給する硫黄源として循環利用させてもよい
。
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【００５３】
　（ガス処理設備）
　ガス処理設備１７は、例えば各設備から漏洩した硫化水素ガスを苛性ソーダ等の中和剤
を用いて中和して無害化する除害設備、硫化水素ガスを燃焼させて毒性を低下させて無害
化するフレアー設備等であり、中和剤を使用する除害設備が好ましいが、硫化水素ガスを
無害化することができれば特に限定されるものではない。ガス処理設備１７は、後述する
排気設備１８及び窒素ガス供給設備１９と接続され、これらの設備から送られてきた硫化
水素ガスを無害化処理する。
【００５４】
　（排気設備）
　排気設備１８は、例えば、硫化水素ガスを生成する反応設備１１、硫化水素ガスを処理
する冷却設備１２、硫黄除去設備１３にそれぞれ設けられている。なお、排気設備１８は
、これらの設備に設けられることに限らず、硫化水素ガス製造プラント１０において硫化
水素ガスの漏洩のおそれがある他の設備に設けてもよい。
【００５５】
　排気設備１８は、硫化水素ガスを大気に排気する排気管４０を有する。排気管４０は、
建屋２３、２５、２６から導出し、大気と接続され、硫化水素ガスを大気中に排気する第
１の排気管４０ａと、ガス処理設備１７に接続され、ガス処理設備１７に排気する第２の
排気管４０ｂとに一端が分岐している。
【００５６】
　また、排気設備１８には、建屋２３、２５、２６と排気管４０の分岐点との間に設けら
れ、漏洩した硫化水素ガスの濃度を測定する濃度測定器４１と、濃度測定器４１の測定結
果に基づいて第１の排気管４０ａ及び第２の排気管４０ｂの排気を制御するバルブ機構４
２が設けられている。
【００５７】
　バルブ機構４２は、第１の排気管４０ａ及び第２の排気管４０ｂの排気を制御すること
ができればバルブの種類や配置は限定されない。バルブ機構４２の種類は、例えば、ＯＮ
／ＯＦＦバルブであるが、このことに限定されず、コントロールバルブを用いてもよい。
バルブ機構４２のＯＮ／ＯＦＦを切り替えることで、建屋２３、２５、２６内と、大気及
びガス処理設備１７との間の分離・接続を切り替えることができる。ここでは、第１の排
気管４０ａに設けたＯＮ／ＯＦＦバルブを第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａとし、第２の
排気管４０ｂに設けたＯＮ／ＯＦＦバルブを第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂとする。第
１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａ及び第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂは、通常、ＯＦＦの
状態、即ち第１の排気管４０ａ及び第２の排気管４０ｂは閉鎖した状態である。
【００５８】
　更に、排気設備１８は、例えば濃度測定器４１と分岐点との間に、硫化水素ガスの流れ
を良くするためファン４３を設けてもよい。また、排気設備１８には、硫化水素ガスの濃
度によって警報がなるように警報器を設けてもよい。
【００５９】
　排気設備１８では、建屋２３、２５、２６に漏洩した硫化水素ガスの濃度を濃度測定器
４１で測定し、濃度測定器４１の測定結果が所定の濃度未満の場合には第１のＯＮ／ＯＦ
Ｆバルブ４２ａをＯＮにして開放して、第１の排気管４０ａを介して建屋２３、２５、２
６と大気とを接続し、第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂをＯＦＦにして、第２の排気管４
０ｂを介して建屋２３、２５、２６とガス処理設備１７とが接続されないようにする。こ
のように制御することで、建屋２３、２５、２６内の硫化水素ガスは、大気中に排気され
る。
【００６０】
　一方、濃度測定器４１の測定結果が所定の濃度以上の濃度である場合は、逆に、第１の
ＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａをＯＦＦにして閉鎖して、第１の排気管４０ａを介して建屋２
３、２５、２６と大気とが接続されないようにし、第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂをＯ
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Ｎにして、第２の排気管４０ｂを介して建屋２３、２５、２６とガス処理設備１７とが接
続されるようにする。このように制御することで、建屋２３、２５、２６内の硫化水素ガ
スは、ガス処理設備１７に排気される。
【００６１】
　ここで、ＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａ、４２ｂの制御は、濃度測定器４１による測定結果
に基づいて、硫化水素ガスの濃度が硫化水素ガスを大気に排気してもよい濃度か否かを判
断し、ＯＮ又はＯＦＦの制御を行う。硫化水素ガスは、危険性が高いといわれているが、
濃度が低ければ大気中に排気しても環境や人体への影響はない。一般に、濃度１ｐｐｍは
、労働安全衛生法における作業環境管理濃度であり、５ｐｐｍは、日本産業衛生学会にお
ける許容濃度であり、５０～１００ｐｐｍは、症状、起動刺激、結膜炎等が生じるといわ
れている。即ち、濃度が５ｐｐｍ未満であれば、人体や環境への影響はないものといえる
。
【００６２】
　したがって、本実施の形態における排気設備１８では、硫化水素ガスの所定の濃度を５
ｐｐｍとすることが好ましい。即ち、排気設備１８では、濃度測定器４１による測定で硫
化水素ガスの濃度が５ｐｐｍ未満である場合には、硫化水素ガスを第１の排気管４０ａか
ら大気中に排気し、濃度が５ｐｐｍ以上である場合には、硫化水素ガスをガス処理設備１
７で無害化するため第２の排気管４０ｂからガス処理設備１７に排気するようにバルブ機
構４２を制御することが好ましい。なお、１ｐｐｍに達した場合に、警報が鳴るようにし
てもよい。
【００６３】
　以上のような構成の排気設備１８では、濃度測定器４１で漏洩した硫化水素ガスの濃度
を測定し、例えば５ｐｐｍ未満であった場合に、硫化水素ガスを大気に排気する。これに
より、硫化水素ガス製造プラント１０では、ガス処理設備１７を常に稼働する必要がなく
なり、例えば除害設備では、常に硫化水素ガスを中和して無害化する必要がなくなるため
、中和剤の使用量を少なくでき、コストを削減できる。
【００６４】
　なお、排気設備１８において、バルブ機構４２の設置位置は、第１の排気管４０ａ及び
第２の排気管４０ｂにそれぞれ設けることに限定されず、第１の排気管４０ａ及び第２の
排気管４０ｂのうち一方を開放し、他方を閉鎖するバルプであれば分岐点に１つのバルブ
を設けるようにしてもよい。
【００６５】
　（窒素ガス供給設備）
　窒素ガス供給設備１９は、硫化水素ガス製造プラント１０の中でも運転条件が厳しい反
応設備１１のリアクター２０やクエンチタワー２１において爆発限界を避けるため、これ
らのフランジ部等の硫化水素ガスが漏洩しやすい部分に常時窒素ガスを流している。硫化
水素ガス製造プラント１０では、窒素ガスをフランジ部等に常時供給することで、窒素ガ
スで漏洩した硫化水素ガスを反応設備から除去することで爆発限界を避けることができる
。また、硫化水素ガス製造プラント１０では、所定の定期点検時や突発のトラブル発生時
、又はプラント立ち上げに際しては、その硫化水素ガス製造プラント１０と処理プラント
とを切り離した上で、硫化水素ガス製造プラント１０の内部を窒素ガス等によって置換す
る処理が行われる。このため、このような場合において、窒素ガス供給設備１９は、プラ
ント１０内に窒素ガスを供給する。なお、図１では、リアクター２０及びクエンチタワー
２１のフランジ部等に窒素ガスを供給する窒素ガス供給設備１９を示し、定期点検時等に
おける窒素ガス供給設備については省略する。
【００６６】
　窒素ガス供給設備１９では、リアクター２０及びクエンチタワー２１の外部からフラン
ジ部等の硫化水素ガスが漏洩しやすい部分に窒素ガスを供給し通風させる。これにより、
フランジ部等を窒素ガスが通過することによって、窒素ガスと共に硫化水素ガスがフラン
ジ部等から押し出される。
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【００６７】
　窒素ガスと共に押し出された硫化水素ガスは、通常、ガス処理設備１７にて中和処理又
は燃焼により無害化処理される。しかしながら、本実施の形態では、上述した排気設備１
８と同様に、硫化水素ガスの濃度によって大気中に排気するか、ガス処理設備１７に排気
するかを判断し、ガス処理設備１７の稼働を減らすことができる。
【００６８】
　具体的に、窒素ガス供給設備１９は、リアクター２０及びクエンチタワー２１に供給管
４４を介して供給した窒素ガス及びフランジ部等から除去した硫化水素ガスを排気する混
合ガス排気管４５を有する。この混合ガス排気管４５は、窒素ガスと硫化水素ガスとを大
気に排気する第１の混合ガス排気管４５ａと、ガス処理設備１７に排気する第２の混合ガ
ス排気管４５ｂとに一端が分岐している。
【００６９】
　また、窒素ガス供給設備１９には、リアクター２０及びクエンチタワー２１と混合ガス
排気管４５の分岐点との間に設けられ、除去した硫化水素ガスの濃度を測定する濃度測定
器４６と、濃度測定器４６の測定結果に基づいて第１の混合ガス排気管４５ａ及び第２の
混合ガス排気管４５ｂの排気を制御するバルブ機構４７が設けられている。
【００７０】
　バルブ機構４７は、第１の混合ガス排気管４５ａ及び第２の混合ガス排気管４５ｂの排
気を制御することができればバルブの種類や配置は限定されない。バルブ機構４７の種類
は、例えば、ＯＮ／ＯＦＦバルブであるが、このことに限定されず、コントロールバルブ
を用いてもよい。バルブ機構４７のＯＮ／ＯＦＦを切り替えることで、リアクター２０及
びクエンチタワー２１と、大気及びガス処理設備１７との間の分離・接続を切り替えるこ
とができる。ここでは、第１の混合ガス排気管４５ａに設けたＯＮ／ＯＦＦバルブを第１
のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａとし、第２の混合ガス排気管４５ｂに設けたＯＮ／ＯＦＦバ
ルブを第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ｂとする。第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａ及び第
２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ｂは、通常、ＯＦＦの状態、即ち第１の混合ガス排気管４５
ａ及び第２の混合ガス排気管４５ｂは閉鎖した状態である。
【００７１】
　更に、窒素ガス供給設備１９は、例えば濃度測定器４６と分岐点との間に、窒素ガス及
び硫化水素ガスの流れを良くするためファン４８を設けてもよい。
【００７２】
　窒素ガス供給設備１９は、除去した硫化水素ガスの濃度を濃度測定器４６で測定し、濃
度測定器４６の測定結果が所定の濃度未満の場合には第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａを
ＯＮにして開放して、第１の混合ガス排気管４５ａを介してリアクター２０及びクエンチ
タワー２１と大気とを接続し、第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ｂをＯＦＦにして、第２の
混合ガス排気管４５ｂを介してリアクター２０及びクエンチタワー２１とガス処理設備１
７とが接続されないようにする。このように制御することで、リアクター２０及びクエン
チタワー２１内の硫化水素ガスと窒素ガスは大気中に排気される。
【００７３】
　一方、濃度測定器４６の測定結果が所定の濃度以上の濃度である場合は、逆に、第１の
ＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａをＯＦＦにして閉鎖して、第１の混合ガス排気管４５ａを介し
てリアクター２０及びクエンチタワー２１と大気とが接続されないようにし、第２のＯＮ
／ＯＦＦバルブ４７ｂをＯＮにして開放し、第２の混合ガス排気管４５ｂを介してリアク
ター２０及びクエンチタワー２１とガス処理設備１７とが接続されるようにする。このよ
うに制御することで、硫化水素ガス及び窒素ガスはガス処理設備１７に排気される。
【００７４】
　ここで、ＯＮ／ＯＦＦバルブの制御は、上述した排気設備１８と同様であり、濃度測定
器４６による測定結果に基づいて、硫化水素ガスの濃度が大気に排気してもよい濃度か否
かを判断し、ＯＮ又はＯＦＦの制御を行う。窒素ガス供給設備１９では、上述した排気設
備１８と同様に、濃度測定器４６による測定で硫化水素ガスの濃度が５ｐｐｍ未満である



(14) JP 2014-152103 A 2014.8.25

10

20

30

40

50

場合には、硫化水素ガスを第１の混合ガス排気管４５ａから大気中に排気し、濃度が５ｐ
ｐｍ以上の場合には、硫化水素ガスをガス処理設備１７で無害化するため第２の混合ガス
排気管４５ｂからガス処理設備１７に排気するようにバルブ機構４７を制御することが好
ましい。
【００７５】
　なお、窒素ガス供給設備１９において、バルブ機構４７の設置位置は、第１の混合ガス
排気管４５ａ及び第２の混合ガス排気管４５ｂにそれぞれ設けることに限定されず、第１
の混合ガス排気管４５ａ及び第２の混合ガス排気管４５ｂのうち一方を開放し、他方を閉
鎖するバルプであれば分岐点に１つのバルブを設けるようにしてもよい。
【００７６】
　以上のような構成の窒素ガス供給設備１９では、濃度測定器４６で漏洩した硫化水素ガ
スの濃度を測定し、例えば５ｐｐｍ未満であった場合に、硫化水素ガスを大気に排気する
。これにより、硫化水素ガス製造プラント１０では、ガス処理設備１７を常に稼働する必
要がなくなり、例えば除害設備では常にガス処理設備１７で硫化水素ガスを中和して無害
化する必要がなくなるため、中和剤の使用を少なくでき、コストを削減できる。
【００７７】
　上述した構成からなる硫化水素ガス製造プラント１０では、反応設備１１で生成された
硫化水素ガスを冷却設備１２で冷却し、硫黄除去設備１３にて混入した硫黄を除去し、硫
化水素ガスを製造する。製造した硫化水素ガスは、供給管１４から硫化水素ガスを利用す
る硫化処理プラントに送られる。
【００７８】
　また、硫化水素ガスプラント１０では、冷却設備１２で発生した廃硫化水素ガスを回収
し、硫化工程プラント等の処理プラントＡに供給するので、これまで単に排出されるだけ
でロスとなっていた廃硫化水素ガスを効率的に回収し、処理プラントＡにて有効に利用す
ることができる。また、従来のように、廃硫化水素ガスをフレアー設備やガス処理設備等
による処理を要しないため、苛性ソーダ等の回収溶媒の使用コストを無くすことができ、
操業コストを大幅に削減できる。
【００７９】
　このように運転している硫化水素ガス製造プラント１０では、反応設備１１等の建屋２
３、２５、２６内に硫化水素ガスが漏洩した場合、漏洩した硫化水素ガスを排気する際に
ガス処理設備１７にすべて排気せず、硫化水素ガスの濃度が人体や環境への影響が少なく
大気に排気しても問題がない場合に大気中に排気することで、ガス処理設備１７の稼働を
少なくすることができる。これにより、硫化水素ガス製造プラント１０では、例えば中和
剤の使用量が少なくなり、コストを削減できる。
【００８０】
　［３．硫化水素ガスの排気方法］
　次に、硫化水素ガス製造プラント１０の具体的な排気方法について説明する。なお、各
設備に設けた排気設備１８は、漏洩した硫化水素ガス濃度に応じてそれぞれ単独で稼働す
るようになっている。
【００８１】
　先ず、図２に示すように、ステップ１にて、反応設備１１、冷却設備１２、硫黄除去設
備１３の建屋２３、２５、２６内に漏洩した硫化水素ガスの濃度を濃度測定器４１にて測
定する。
【００８２】
　次に、ステップ２にて、濃度測定器４１の測定結果が所定の濃度未満であるか否かを判
断する。所定の濃度とは、漏洩した硫化水素ガスを大気に排気しても環境や人体への影響
がない濃度をいう。上述したように、５ｐｐｍは、日本産業衛生学会における許容濃度で
あり、５０～１００ｐｐｍは、症状、起動刺激、結膜炎等が生じるといわれていることか
ら、所定の濃度とは例えば５ｐｐｍとすることが好ましい。
【００８３】
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　次に、ステップ２において硫化水素ガスの濃度が所定の濃度未満であった場合（Ｙｅｓ
）には、ステップ３に進む。ステップ３にて、第１の排気管４０ａに設けた第１のＯＮ／
ＯＦＦバルブ４２ａを開放し、第２の排気管４０ｂに設けた第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４
２ｂを閉鎖する。
【００８４】
　そして、ステップ４では、ステップ３にて第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａを開放し、
第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂを閉鎖したことにより、第１の排気管４０ａを介して建
屋２３、２５、２６と大気とが接続され、建屋２３、２５、２６とガス処理設備１７は分
離されたままとなるため、圧力差が生じ、建屋２３、２５、２６内の硫化水素ガスが大気
中に排気される。
【００８５】
　一方、ステップ２において硫化水素ガスの濃度が所定の濃度以上であった場合（Ｎｏ）
には、ステップ５に進む。ステップ５にて、第１の排気管４０ａに設けた第１のＯＮ／Ｏ
ＦＦバルブ４２ａを閉鎖し、第２の排気管４０ｂに設けた第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２
ｂを開放する。
【００８６】
　そして、ステップ６では、ステップ５にて第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ａを閉鎖し、
第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４２ｂを開放したことにより、第２の排気管４０ｂを介して建
屋２３、２５、２６とガス処理設備１７とが接続され、建屋２３、２５、２６と大気は分
離されたままとなるため、圧力差が生じ、建屋２３、２５、２６内の硫化水素ガスがガス
処理設備１７に排気される。
【００８７】
　以上のようにして、硫化水素ガス製造プラント１０では、建屋２３、２５、２６内に漏
洩した硫化水素ガスの濃度が所定の濃度未満の場合には大気中に排気することにより、ガ
ス処理設備１７における処理を少なくでき、硫化水素ガスの排気の安全性を維持しつつ、
コストを削減することができる。
【００８８】
　また、硫化水素ガス製造プラント１０に窒素ガス供給設備１９を設けた場合においても
、同様に硫化水素ガスの排気を行う。なお、窒素ガス供給設備１９における排気方法も上
述の排気設備１８と同様であるため、図２を用いて説明する。
【００８９】
　ステップ１にて、リアクター２０及びクエンチタワー２１のフランジ部等に漏洩した硫
化水素ガスの濃度を配管４５に設けた濃度測定器４６で測定する。
【００９０】
　次に、ステップ２にて、濃度測定器４６の測定結果が所定の濃度未満であるか否かを判
断する。所定の濃度については、排気設備１８の場合と同様であるため説明を省略する。
【００９１】
　次に、ステップ２において硫化水素ガスの濃度が所定の濃度未満であった場合（Ｙｅｓ
）には、ステップ３に進む。ステップ３にて、第１の混合ガス排気管４５ａに設けた第１
のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａを開放し、第２の混合ガス排気管４５ｂに設けた第２のＯＮ
／ＯＦＦバルブ４７ｂを閉鎖する。
【００９２】
　そして、ステップ４では、ステップ３にて第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａを開放し、
第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ｂを閉鎖したことにより、第１の混合ガス排気管４５ａを
介してリアクター２０及びクエンチタワー２１と大気とが接続され、リアクター２０及び
クエンチタワー２１とガス処理設備１７は分離されたままとなるため、圧力差が生じ、リ
アクター２０及びクエンチタワー２１内の硫化水素ガスが大気中に排気される。
【００９３】
　一方、ステップ２において硫化水素ガスの濃度が所定の濃度以上であった場合（Ｎｏ）
には、ステップ５に進む。ステップ５にて、第１の窒素ガス配管に設けた第１のＯＮ／Ｏ
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ルブ４７ｂを開放する。
【００９４】
　そして、ステップ６では、ステップ５にて第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ａを閉鎖し、
第２のＯＮ／ＯＦＦバルブ４７ｂを開放したことにより、第２の混合ガス排気管４５ｂを
介してリアクター２０及びクエンチタワー２１とガス処理設備１７が接続され、リアクタ
ー２０及びクエンチタワー２１と大気とは分離されたままとなるため、圧力差が生じ、リ
アクター２０及びクエンチタワー２１内の硫化水素ガスがガス処理設備１７に排気される
。
【００９５】
　以上のようにして、硫化水素ガス製造プラント１０では、リアクター２０及びクエンチ
タワー２１に供給した窒素ガスと共に硫化水素ガスを除去した場合であっても、硫化水素
ガスの濃度に応じて大気中に排気することにより、ガス処理設備１７における処理を軽減
でき、硫化水素ガスの排気の安全性を維持しつつ、コストを削減することができる。
【００９６】
　以上のように、硫化水素ガス製造プラント１０では、ガス処理設備１７において、例え
ば除害設備では常時硫化水素ガスを中和処理する必要がないため、中和剤の使用量を少な
くすることができる。これにより、硫化水素ガス製造プラント１０では、硫化水素ガスの
排気の安全性を維持しつつ、コストを削減できる。また、ガス処理設備１７にフレアー設
備を使用した場合には、常に硫化水素ガスを燃焼して毒性を低下させる必要がないため、
ＳＯｘの発生も軽減することができる。
【００９７】
　また、硫化水素ガス製造プラント１０では、窒素ガス供給設備１９において窒素ガスと
共に除去された硫化水素ガスについてもすべてガス処理設備１７に排気せず、排気設備１
８と同様に中和処理が必要な場合のみガス処理設備１７に排気し、大気に排気することが
できる場合には大気中に排気することで、ガス処理設備１７における中和処理を軽減でき
る。したがって、硫化水素ガス製造プラント１０では、窒素ガス供給設備１９を設けた場
合でも、ガス処理設備１７の稼働を少なくすることができ、硫化水素ガスの排気の安全性
を維持しつつ、特にコストを削減でき、ＳＯｘの発生を軽減することができる。
【００９８】
　（他の実施形態）
　図１では、反応設備１１と、冷却設備１２と、硫黄回収設備１３と、ガス処理設備１７
と、排気設備１８と、窒素ガス供給設備１９とを備える硫化水素ガス製造プラント１０を
示したが、このことに限定されず、この硫化水素ガス製造プラント１０を複数系統有する
ものであってもよい。複数の系統を有する場合には、各プラント１０は接続されており、
一つのプラント１０について点検やトラブルが発生した場合であっても他のプラント１０
を稼働させることで硫化水素ガスの製造を維持することができる。また、このように複数
の系統を有する場合であっても、各プラントにおいて上述した硫化水素ガス製造プラント
と同様に排気設備や窒素ガス供給設備によりガス処理設備の稼働を抑制することができる
。
【符号の説明】
【００９９】
　１０　硫化水素ガス製造プラント、１１　反応設備、１２　冷却設備、１３　硫黄除去
設備、１４　供給管、１５　ブローダウン設備、１６　硫黄冷却設備、１７　ガス処理設
備、１８　排気設備、１９　窒素ガス供給設備、４０　排気管、４１　濃度測定器、４２
　バルブ機構、４２ａ　第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ、４３　ファン、４４　供給管、４５
　排気管、４６　濃度測定器、４７　バルブ機構、４７ａ　第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ、
４７ｂ　第１のＯＮ／ＯＦＦバルブ、４８　ファン
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